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１．は じ め に
　高度情報社会の今日，社会及び経営における情報技術（Information 
Technology :  IT）及び情報システム（Information Systems :  IS） 1）の役割はます
ます大きくなっている。このため経営における IS研究 2）は重要な経営研
究のテーマであり，コンピュータ技術の実用化以来，研究が続けられてき
た。欧米ではこの研究対象及び研究をかつて，Management Information 
Systems（MIS）と呼んでいた。Ives, Hamilton & Davis（1980）はMISを
「経営の活動や機能に情報支援を提供するコンピュータによる組織の情報
1）　ISは，ハードウェアやソフトウェア等，部品としての様々な ITを組み合
わせて，任意の目的を実現するために開発・運用されるシステムである。
2）　本稿では IS研究と IS学は同義語としている。
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システム」と定義した。今日では対象自体及び研究学問分野を Informa-
tion Systems（IS）と呼ぶ。日本では経営情報システムあるいは経営情報
と呼ばれる場合もあるが，本稿では国際標準に倣って ISという略称を使
う。
　IS研究は幾つかの参照学術分野の融合領域である（Benbasat & Zmud, 
2003）。ここで何を主要な参照学術分野と考えるかは論者によって異なる。
ISの創立期には，計算機科学（Computer Sciences :  CS），と経営科学（経営
工学，Management Sciences :  MS） 3）が主要参照術分野と見做されていた
（Hamilton & Ives, 1982）。Culnan（1986）は，CSとMSだけでなく，経営学
（組織科学，Organization Sciences :  OS）を参照した研究を更に進めるべきで
あると主張し，Culnan and Swanson（1986）や Polites and Watson（2009）
は CS，MS，OSの３領域が主要参照領域であるとしている。これに行動
科学（behavior science）を加えた４分野が基本参照分野であるという意見
もある。本稿では Culnan and Swanson（1986）の３分野（CS，OS，MS）を
基本参照分野とする。
　世界では Association for Information Systems（AIS） 4）が IS研究における
最大の国際学術団体である。他方日本では，かつてオフィス・オートメー
ション学会（Japan Study Society for Office Automation :  JSSOA）と呼ばれた歴
史の古い 5），現在の日本情報経営学会（Japan Society for Information Manage-
ment :  JSIM） 6）の他，幾つかの学会が IS研究を推進している。
　IS分野に限らず，多くの学術分野で参照分析 7）の方法が広く使われてき
3）　Polites and Watson（2009）はMSを OR（Operations Research）としてい
る。MS/ORと書く場合もある。
4）　http://aisnet.org/
5）　JSSOAは1979年11月に創立された（高桑，2010）。
6） 　http://www.jsim.gr.jp/
7）　citation analysis又は co-citation analysisと呼ばれる。
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た。参照分析は学術論文の巻末に掲載される参照文献を研究する，代表的
な計量図書学的（Bibliometric）方法である（Lowry et al., 2013）。任意の学術
論文は，既存文献に書かれた知識や情報を参照して又は依拠して発展的に
書かれている。任意の論文が参照した文献を追跡・研究することは，その
論文がどのような知識・情報に基づいて作成されたのかを知るうえで重要
な情報を提供する。
　IS分野でも，その創立当初から多数の参照分析が実施され，発表され
てきた。後述するように参照分析は，ISの独自性・成熟性等の議論に関
わって，知識供給源となっていた参照学術領域の相対的な重要性の評価と
その推移（変化）を議論する根拠として，従来から広く利用されてきた。
　本稿では，ISの既存の参照分析を振り返り，ISの参照学術領域につい
て再考する。具体的には検証対象として AISの基幹学術誌である Journal 
of AIS（JAIS），及び国内の日本情報経営学会誌（Journal of Information and 
Management :  JIM）の参照分析を行い，その結果を報告する。これにより，
ISの既存の参照学術領域についての結論が，上記の学術誌（JAISと JIM）
についても成立するかどうか，後述する既存の他の主要学術誌との違いは
何か，という問いに答えることを目的とする。
　次章（第２章）では ISの参照分析について既存研究を整理し，既存の参
照分析の前提条件について考察する。第３章では前節での考察に基づいて
本研究のために実施した JAIS掲載文献についての参照分析結果を紹介す
る。第４章では前節と同様の分析を，比較のために JIMについて行う。
第５章では ISの古くからの問題である学術分野としての独自性について，
前節までの議論を元に検討する。最後の第６章ではまとめ及び考察を述べ
る。
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2.1.　参照分析の概要
　参照分析は，論文等の巻末に掲載される参照文献リストにある参照先を
数えて（計数して），その分布及び頻度により知識の依存構造を分析する方
法である。
　今日では学術発展に伴い，その他の学術分野と同様に，IS学において
も世界中で多数の学術誌が発刊されている。その多くは英文雑誌である。
IS学の参照分析の対象には，この分野で代表的な英文学術雑誌が選択さ
れる。しかし各国語による学術誌もあり，それを対象とする参照分析研究
もある 8）。各学術誌は多数の論文を掲載しており，それぞれの論文は，学
術論文・書籍・web資料・学会（会議）の発表資料（予稿集）・商業誌・ニ
ュース誌等，様々な分野の多数の資料を参照している。IS学においては
長期的に論文当りの参照文献数は増える傾向にあり，Karuga, Lowry & 
Richardson（2007）はこれを学術的成熟度の尺度と見做している。日本の
JSIM機関誌である JIMにおいても，同様に長期的に論文あたりの参照文
献数が増える傾向にある（佐藤，2015）。
　しかし通常の参照分析では，後述するような理由で，全ての参照文献を
対象とすることはない。普通は技術的制約・研究目的やその他の理由によ
り参照元も参照先も限定され，共に計数から漏れる参照がある（図１）。
参照元，参照先の集合をそれぞれ参照元 basket，参照先 basketと呼び
journal basketと総称する。
　参照分析は学術分野の発展構造を分析する代表的な方法である。しかし
これには幾つかの制約又は限界がある。第一に，参照文献の対象範囲は学
8）　例えば日本では，佐藤（2011），佐藤（2012）等がある。
情報システム学の参照学術領域（佐藤）　163
術論文・書籍・web資料・学会（会議）の発表資料・商業誌・ニュース誌
等，非常に広い。このためその全てを事前にリストすることが困難である
（Chua, et al., 2002）。通常は研究目的によって分野内外の学術誌，それも分
野を代表する主要な学術誌に事前に限定したうえで調査する（Chua et al., 
2002 ;  Lowry, Romans & Curtis, 2004）。この結果，参照分析の結論は厳密には
分析された journal basketについてしか正確ではない（Cote, Leong & Cote, 
1991）が，これを元に，計数されていない部分も含めて推論をする。具体
的にどの学術誌に限定するかは，過去の研究を参照しながらも各研究者が
任意に決める。普通は過去の参照分析で用いられた journal basketを転用
するか，あるいはこれに多少の追加をして journal basketとして利用する
（Chua et al., 2002）。
　第二に，既存研究においては，参照元対象論文の収集期間を数年の短期
間に限定したり，刊行後数年以内の参照先に限定したりする。参照元の収
集期間が長くなれば，それに比例してデータ数が増え，分析が困難になる
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からである。同様にカウントする参照先の期間を刊行後数年に限定すれ
ば，データ数を減らすことができる（Lowry et al., 2013）ので，このように
してデータを限定することが多い。例えば後述する JIFは２年又は５年に
限定している。しかし ISのように古い文献も参照する分野では，５年で
も短いので，７年又は10年にするという提案もある（Straub & Anderson, 
2010） 9）。
　第三に，任意の雑誌が学術誌であるか否かの判断には，研究者の多くが
合意できる明確な基準がない。IS学は経営学の一部であり，経営実務と
の関連があるので，学術誌なのか商業（ビジネス）誌なのかの区別が難し
い（Lowry et al., 2004） 10）。また IS学は応用科学なので，後述するように多様
な関連分野の文献を参照する。各分野においても学術誌だけでなく商業誌
やニュース等も参照する。応用科学であるために，学術誌以外の情報源も
重要な情報源であり，軽視することはできない。しかし参照分析では学術
誌に限定され，その他の資料は実際の参照分析で考慮されることはない。
　第四に，計数対象となる参照先文献のリストでは，既存の有名な学術誌
以外，即ち，重要であるが新しい学術誌や関連領域の学術誌が無視される
（tunnel vision効果） 11）。何をこのリストに含めるかは研究者の主観的評価で
あり，研究者による偏りが生じる。
　第五に，任意の学術誌をどの研究分野に帰属させるかについても，過去
の研究を参照しながらも各研究者が任意に決める。掲載論文の帰属学術分
9）　但し参照先のカウント期間を長くすると，古い文献ほどカウント数が増え
て有利になるという問題もあり，賛否が分かれる。
10）　典型的には Harvard Business Review（HBR）や Communications of the 
ACM, IEEE Softwareが学術誌であるか否か，判断が分かれる（Lowry et al., 
2013）。これは学術誌でないとして参照分析から外す場合もあれば，その重
要性から含める場合もある。
11）　Polites and Watson (2009), p. 597.
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野が明確な学術誌（IS学分野ではいわゆる pure IS又はmainstream IS）もある
が，学際的な学術誌は分類が困難である（Lowry et al., 2013）。
　以上の参照文献分類の問題は，basket selection問題あるいは journal 
basket問題と言われる。このうち上記の第一点を回避するには，basket
に入れる被参照誌の数を増やすことが必要である。しかしこの数が多くな
ると，データ数が増えるので計数が難しくなる。この問題を緩和するため
に，basketに入れる参照元学術誌及び参照先学術誌の数は長期的に増え
る傾向にある。Polites and Watson（2009）はこれら参照誌数を125件に拡
大した。しかし本研究で示すように，これでも実際の参照文献のほんの一
部である。なお，Karuga et al.（2007）は Social Sciences Citation Index
（SSCI）を使って，本研究（後述する）と同様に全数調査を実施している。
同論文では対象をMIS Quarterly (MISQ), Information Systems Research 
(ISR), Management Sciencesの一部 IS論文に限定しているのに対して，
本研究では JAISを対象にしている。
　以上の結果，IS学では分類互換性，即ち比較可能性の低い参照分析が
間欠的に発表されてきた。それらは調査期間・対象学術誌・選別基準・
basketが異なる（Polites & Watson, 2009）。当然ながら，研究間の比較可能
性も低くなる。また，journal basketが限られているために，分析結果の
一般性を主張することが難しい（Chua et al., 2002 ;  Lowry et al., 2004）。前記
のように，IS分野では今迄多数の参照分析が行われてきた。既存研究の
リストはこれら既存の参照分析研究で紹介されている 12）。
2.2.　参照分析の用途
　参照分析の方法は，IS分野では学術誌研究の代表的な方法として，過
12）　例えば，Culnan（1986），Chua et al.（2002）等に掲載されている。
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去約40年間の IS研究の歴史において広く使われてきた。参照分析の主要
な目的には下記の六つが含まれる。
　第一に参照分析は，刊行されている学術誌の品質指標として利用されて
き た（Lewis, Templeton & Luo, 2007 ;  Straub & Anderson, 2010 ;  Lowry et al., 
2013）。学術誌の品質指標としては後述するアンケート調査やインパクト
ファクタ（JIF）等もあるが，参照分析はその客観性と分かり易さにより広
く使われてきた。
　第二は，固有の学術分野としての独自性（identity） 13）の有無の確認であ
った（Keen, 1980 ;  Hirschheim & Klein, 2003 ;  Wade & Hulland, 2004 ;  Agarwal & 
Lucas Jr., 2005）。IS研究は前記の CS，MS，OSの融合領域として始まった
ので，基礎知識や理論背景をこれらの学術分野に依拠している。このため
その設立当初から，学術分野としての独自性・独自貢献の程度について疑
問が提示されてきた（Benbasat & Zmud, 2003）。この検証方法として，参照
分析が広く使われてきた（Karuga et al., 2007）。
　第三に応用科学としての学術的貢献 14）と実務貢献（即ち rigor and 
relevance）を評価するために，参照分析が使われてきた。前者の学術的貢
献とは，IS研究が他の参照科学に及ぼしてきた影響あるいは貢献である
（Karuga et al., 2007）。Karuga et al.（2007）によれば，参照領域の代表的な
学術誌に比べて，少なくともMIS Quarterly（MISQ）と Information Sys-
tems Research（ISR）については，その学術的貢献力が急速に高まりつつ
ある。
　後者の実務貢献は，IS学の経営分野の応用科学としての実務界への貢
献である。IS学は OS，CS，MSを理論的基礎とする応用科学であると認
13）　Identityとは「環境において，集団を他と区別する本質的な特徴に基づく
もの」（Benbasat & Zmud, 2003）であり，本稿では独自性と訳している。
14）　Loebbecke and Leidner（2012）では research importanceと呼ばれている。
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識されてきた。このため学術的貢献だけでなく，実務への貢献も重視され
てきた。しかしその程度・内容についてしばしば疑問が投げられた
（Benbasat & Zmud, 1999）。この検証の方法として参照分析が使われた（Gill 
& Bhattacherjee, 2007 ;  Gill, 2009）。
　第四には，研究発展の時系列的・因果的展開（academic contribution）を
追跡するために参照分析が使われてきた（Hamilton & Ives, 1982 ;  Cote et 
al., 1991 ;  Agarwal & Lucas Jr., 2005 ;  Straub & Anderson, 2010 ;  Grover & Lyytinen, 
2015）。他の諸学と同様に，任意の IS学論文も過去の研究蓄積のうえで展
開されている。このため IS学発展を追跡する方法として参照分析は有効
な研究方法であった。研究における文献参照には知識の伝達や影響の仕方
にパターンがあることが知られている（Polites & Watson, 2009）。参照分析
により，任意の論文が何を参照しているかが分かると，それを逆転させて
何が参照される研究かを知ることができるので，研究における知識の蓄
積，知的展開・影響を考察できる（Karuga et al., 2007）。Karuga et al.（2007）
はこの知識の蓄積程度が学問領域としての成熟性の尺度であると定義して
いる。
　第五に，参照分析は研究者や研究組織の能力及び成果を評価する，格　　　
付けの手段としても使われてきた（Vogel & Wetherbe, 1984 ;  Lending & 
Wetherbe, 1992）。広く多く参照される論文は影響力が高く，影響力が高い
論文を多く生産する研究組織は研究能力・成果が高いと推定される。任意
の IS文献が参照される頻度は，その論文の影響力を示す代理尺度と見做
されてきた。
　それは格付け研究（IS ranking study） 15）即ち，学術誌の重要性指標として
も研究者の関心を引き付けている（Karuga et al., 2007 ;  Lowry et al., 2013）。
15）　学術誌品質研究（journal quality studies）とも言われる。
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格付け研究の方法は大きく主観的方法と客観的方法に大別できる（Polites 
& Watson, 2009）。代表的な主観的方法 16）には，学会のシニア研究者による
選択（具体的には SenS-6又は SenS-8）や，より広範囲の研究者へのアンケー
ト調査がある（Chua et al., 2002 ;  Straub & Anderson, 2010）。主観的方法には，
学術誌のどのような側面を評価したのか（あるいはしなかったのか）につい
ての判断等が見えないために，評価の根拠が曖昧になるという弱点がある
（Straub & Anderson, 2010）。他方，参照文献数を直接カウントする参照分析
やこれを発展させたインパクトファクタ（JIF, 後述）は，代表的な客観的
格付け研究の方法である。
　第六に，研究者が自分の研究を学術誌に投稿する場合，投稿先を選定す
る参照情報となる。研究者は研究論文を投稿する場合，上記第一点に述べ
た評価の高い，より参照される頻度の高い学術誌を選ぼうとする（Culnan, 
1986 ;  Culnan, 1987 ;  Cooper, Blair, & Pao, 1993）。評価が高い学術誌に論文が掲
載されれば，より多くの読者に読まれる可能性が高まり，掲載された論文
の評価も高まるからである（Straub & Anderson, 2010）。研究者の就職や昇進
にあたり，業績の客観的な評価代理指標として査定者が使う場合もある。
このような場合には特に重要である。勿論，被参照数がそのまま品質を表
すわけではないが，代理指標としては一定の有効性がある。
　Thomson Reuters社は Journal Citation Reports（JCR）を毎年発表してい
る。この中にあるインパクトファクタ即ち ISI Journal Impact Factor（JIF）
は，同社が提供するWeb of Science文献データベースに含まれる全ての
学術誌について，その参照文献検索システムである SSCIにより，過去２
年間又は５年間の掲載論文で数えた被参照回数の平均値である（Straub & 
Anderson, 2010）。古くから SSCIが，参照分析の目的を実現する手段とし
16）　content analysesと呼ばれる（Chubin and Moitra, 1975 ;  Loebbecke & 
Leidner, 2012）。
情報システム学の参照学術領域（佐藤）　169
て利用されてきた（Cote, Leong & Cote, 1991）。
　この他にも，過去の学術誌研究（IS Journal Studies）が答えようとしてき
た質問が多数ある 17）。今日では上記の目的を実現するために，JIFや社会
ネットワーク分析（Social Network Analysis :  SNA）等の新しい研究方法も転
用されるようになってきた 18）。しかし本稿では，参照分析に絞って検討す
る。
３．JAISの参照分析
3.1.　JAIS参照分析の概要
　以上の考察に基づき，筆者は新たに JAISの近年の掲載論文について，
参照分析を行った。JAISを選定したのは，以下の理由による。第一に，
IS分野で最上位層の学術誌（Benbasat & Zmud, 2003 ;  Dennis et al., 2006）であ
るMISQと ISR 19）については既に多数の先行研究がある（Hamilton & Ives, 
1982 ;  Karuga et al., 2007 ;  Grover & Lyytinen, 2015）。しかし，それ以下の第二
階層を対象にした実証研究は少ない。第二に，第二階層に位置する幾つか
の学術誌の中で，JAISが国際学会である AISの基幹月刊誌であることに
よる。AISの機関誌は他にも Communications of the AIS（CAIS）等幾つか
あるが，学術性の高さと認知度の高さから，これを選択した。そして第三
に，次章で紹介する国内の IS学術誌（JIM）との比較に配慮した。最上位
17）　その一部は Polite and Watson（2009）の表１に纏められている。
18）　参照分析の例には，海外では Culnan and Swanson（1986），Grover, et. 
al.（2006）等，多数がある。SNAの例には Polites and Watson（2009）があ
る。他にも多数の SNA先行事例があり，それらは Polites and Watson（2009）
の表２に纏められている。
19）　Lowry et al.（2013）はクラスター分析により，これに Journal of Manage-
ment Information Systems（JMIS）を加えた三つが最上位の学術誌であると
している。
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層の学術誌（MISQや ISR）と JIMではあまりに格差があり過ぎて，比較に
ならない。そこで第二層の学術誌の中から選択した。
　JAISは AISのWebサイト（eLibrary）に掲載されるので，ここから抽出
した。抽出対象期間は第８巻１号（2007年１月号）から第14巻12号（2013年
12月号）迄の累計59号に掲載された論文である。これらに掲載された全て
の参照文献を数えて，その掲載誌出典毎に集計した。JIFのようにカウン
ト対象（参照先）を期間で限定してはいない。即ち全ての参照先をカウン
トしている 20）。
　表１は対象期間中の各巻号の掲載論文数，本研究で採用した対象論文数
及び参照文献数を纏めた結果である。基本的に全ての掲載論文を対象とし
たが，巻頭言（editorial preface）には参照文献がないので除外した。このた
め採用論文数が掲載論文数よりも一つ少ない号が幾つかある。巻頭言に相
当するものが巻末に掲載されている場合もある。また，第９巻11号は発刊
されなかった。参照文献数は全体で16,908件であった。
　前章での考察に鑑み，本研究では，全ての参照文献をカウントした。参
照文献には様々なものがある。表２は参照文献の出典の種類を大別した集
計結果である。Basket sizeは全体で1,544に達した。予想通り大部分（全
体の85％）は学術誌であるが，一般雑誌や新聞，書籍，その他様々なもの
が含まれる。一般雑誌・新聞の範疇（全体の３％）には，CIO Magazine，
BizEd，Forbes，Business Weekのようなビジネス誌，Datamation, Info-
World，Information Week，Computerworldの よ う な IT関 連 商 業 誌，
Time，Nature，Scienceのような一般雑誌，The Wall Street Journal，USA 
20）　JIFは参照先を２年又は５年前迄に限定している。IS学のように参照期間
が長い（即ち知識の陳腐化が遅い）学術分野では，影響力が大きく長期間参
照される重要文献を評価することが重要である（Straub & Anderson, 2010）。
本研究で実施した参照分析はこの点で正確性が高い。
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表１　JAISの掲載論文数と参照文献数
巻 号
掲　載
論文数
採　用
論文数
参　照
文献数
巻 号
掲　載
論文数
採　用
論文数
参照
文献数
８ １ ３ ２ 169 11 ７ ２ ２ 130
８ ２ ４ ３ 167 1 1 ８ ２ ２ 116
８ ３ ２ ２ 143 11 ９  ２ ２ 186
８ ４ ９ ８ 465 11 10 ２ ２ 210
８ ５ ２ ２ 177 11 1 1 ７ ６ 49 9
８ ６ ２ ２ 96 11 12 ５ ５ 426
８ ７ ２  ２  134 12 １ ４ ４ 335
８ ８ ２ ２ 145 12 ２ ４ ３ 251
８ ９ ４ ４ 114 12 ３ ４ ４ 264
８ 10 ２ ２ 98 12 ４ ２ ２ 123
８ 11 ２ ２ 253 12 ５ ２ ２ 166
８ 12  ２ ２ 115 12 ６ ２ ２ 118
９ １ ２ ２ 90 12 ７ ２ ２ 124
９ ２ ３ ３ 174 12 ８ ３ ３ 306
９ ３ ３ ３ 228 12 ９ ２ ２ 136
９ ４ ４ ３ 181 12  10 ２ ２ 138
９ ５ ２ ２ 241 12 11 ２ ２ 241
９ ６ ２ ２ 162 12 12 ２ ２ 186
９ ７ ２ ２ 163 13 １ ２ ２ 139
９ ８ ３ ３ 154 13 ２ ２ ２ 144
９ ９ ４ ４ 161 13 ３ ３ ３ 2 14
９ 10 ７ ６ 416 13 ４ ５ ４ 395
９ 11 ０ ０ 　０ 13 ５ ３ ３ 317
９ 12 ２ ２ 95 13 ６ ３ ３ 257
10 １ ２ ２ 134 13 ７ ３ ３ 257
10 ２ ２ ２ 165 13 ８ ２ ２ 153
10 ３ ８ ７ 467 13 ９ ２ ２ 94
10 ４ ２ ２ 178 13 10 ７ ６ 591
10 ５ ６ ６ 266 13 11 ２ ２ 193
10 ６ ２ ２ 103 13 12 ４ ４ 228
10 ７ ２ ２ 145 14 １ ２ ２ 113
10 ８ ２ ２ 103 14 ２ ２ ２ 274
10 ９ ２ ２ 194 14 ３ ２ ２ 149
10 10 ３ ３ 249 14 ４ ４ ４ 231
10 11 ４ ３ 259 14 ５ ４ ４ 142
10 12 ２ ２ 157 14 ６ ２ ２ 147
11 １ ２ ２ 147 14 ７ ２ ２ 210
11 ２ ３ ３ 199 14 ８ ３ ３ 399
11 ３ ２ ２ 190 14 ９ ２ ２ 241
11 ４ ２ ２ 214 14 10 ２ ２ 196
11 ５ ２ ２ 151 14 11 ２ ２ 250
11 ６ ２ ２ 164 14 12 ２ ２ 162
172
Today，New York Timesのような新聞が含まれる。当然ながら書籍（出版
社）も多く，参照文献の10％はこの範疇であった 21）。
　その他には，ウェブ資料，学会等の予稿（一括してある），ISO（国際標準
化機構）や NIST（アメリカ国立標準技術研究所）等の政府系機関や Gartner
等の調査機関の文書，英文以外の言語のもの 22），その他不明（一括してある）
が含まれる 23）。JAISは多くの既存参照分析で IS分野の代表誌の一つに含
まれるにも拘らず，参照文献の記載が不適切な（内容や出典が不明で「その
他」の範疇に含めた）論文が予想外に多かった。表３は表２の大分類に基づ
く参照件数の集計結果である。
　表２にあるように，JAIS掲載論文は多様な学術誌を参照している。IS
研究者は IS分野や基本参照分野だけでなく，社会学・心理学等の第二層
の参照分野や，医学・環境学・法学等，更に広い参照分野を見ている。分
野の判断が難しい中間・応用領域の学術誌も多く，その分類に当たっては
21）　各出版社が刊行する書籍数は膨大なので，ここでは出版社数で集計してあ
る。但し出版社は膨大な書籍を刊行するので，各社の学術的特徴を評価でき
ない。そこでこれは分析から除外した。
22）　例えばフランス語やドイツ語等の文献である。
23）　出現頻度の低い書籍出版社の一部もその他に含まれているので，書籍（出
版社）の実際の数は表２よりも僅かに多い。
表２　JAIS参照文献の出典
参　照　先 件　　数 構 成 比 率
学　　術　　誌 1,316 85％
一般雑紙・新聞 39 3％
書 籍（出版社） 161 10％
そ　　の　　他 17 1％
合　　　計 1,544 100％
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basket selection問題を完全に回避することはできない。
　被参照学術誌について上位30をリストすると，表４のようになった。予
想通りMIS Qが被参照回数で断然トップ，ISRが第２位であった。この
結果は既存の殆どの参照分析で共通である（Cooper et al., 1993）。これらに
続いて Journal of Management Information Systemsが第３位，Manage-
ment Scienceが第４位，Communications of the ACMが第５位と，ほぼ予
想通りの結果となった。
3.2.　JAIS参照分析結果の比較
　Loebbecke and Leidner（2012）は，SSCIデータを使って，125学術誌に
おける主要８学術誌の参照頻度分布を1996-2005年についてと1996-2010年
についての二つの場合（期間）について示している。表４の結果をこれら
と比較すると，含まれる８学術誌の参照頻度全体における構成比率は表５
のようになった 24）。
　表５について標準化後の基本統計量を比較すると表６のようになった。
24）　表５の計算の分母からは表５に含まれていない学術誌は除外されている。
表３　表２の分類による参照件数
参　照　先 件　　数 構 成 比 率
学　　術　　誌 11,538 68％
一般雑紙・新聞 205 1％
書 籍（出版社） 3,163 19％
そ　　の　　他 2,170 13％
合　　　計 17,076 100％
174
表４　被参照学術誌の上位30
頻度順位 Journal カウント
１ MIS Quarterly 1,413
２ Information Systems Research 662
３ Journal of Management Information Systems 439
４ Management Science 403
５ Communications of the ACM 376
６ Organization Science 344
７ Journal of the AIS 329
８ Academy of Management Review 266
９ European Journal of Information Systems 169
10 Communications of the AIS 168
11 Administrative Science Quarterly 158
12 Journal of Applied Psychology 147
13 Information Management 146
14 Academy of Management Journal 144
15 Decision Support Systems 129
16 Information Systems Journal 115
17 Strategic Management Journal 106
18 Journal of Marketing Research 105
19 Decision Sciences 104
20 Harvard Business Review 103
21 Journal of Information Technology 80
22 Journal of Marketing 79
23 Journal of Personality and Social Psychology 73
24 Journal of Strategic Information Systems 72
25 IEEE Transactions on Software Engineering 66
26 Sloan Management Review 65
27
Organizational Behavior and Human Decision 
Processes
62
28 Journal of Management 61
29 Journal of Consumer Research 61
30 IEEE Software 58
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　Loebbecke & Leidner（2012）は，IS論文の参照が偏っている（尖度が大
きい），即ちMISQや ISRに掲載される少数の有名論文ばかりが参照され
て，その他は殆ど参照されないと主張した。そして参照頻度の小さい学術
誌の刊行は資源の無駄だから，発刊を止めて主要雑誌に絞るべきであると
主張している。表５の結果によると，JAIS（即ち本研究の列）を見ると更に
表６　表５の基本統計量の比較
本研究
（JAIS）
Σ SSCI Citations
’96‒’05
Σ SSCI Citations
’96‒’10
標 準 誤 差 0.056 0.040 0.038
標 準 偏 差 0.158 0.112 0.107
分　　　散 0.025 0.013 0.011
尖　　　度 3.379 0.542 1.012
歪　　　度 1.856 1.412 1.403
表５　Loebbecke & Leidner（2012）の結果との比較
主要８学術誌の参照頻度分布 本研究
Σ SSCI 
Citations
’96‒’05
Σ SSCI
Citations
’96‒’10
MIS Quarterly 47％ 34％ 34％
Information Systems Research 22％ 26％ 23％
Journal of Information Technology 3％ 6％ 5％
Journal of Management Information 
Systems 15％ 11％ 15％
European Journal of Information Systems 6％ 8％ 8％
International Journal of Electronic 
Commerce 1％ 5％ 6％
Information Systems Journal 4％ 5％ 5％
Journal of Strategic Information Systems 2％ 5％ 5％
合　　　計（％） 100 10 100
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参照が偏っている（尖度と歪度が大きい）。これは Loebbecke & Leidner
（2012）の basketに合わせて学術誌を八つに絞り込んだためである。
3.3.　JAIS研究分野の分類
　basket selection問題，即ち参照学術誌の選択と分類は，参照分析にお
いて常に議論となる課題である。そこで一つの実験として，以下では
Polites and Watson（2009）の分類に基づいて参照先を選択・分類した場合
の参照集計結果を表７に示す25）。構成比率１は全件数を分母にした時の構
成比率であり，構成比率２はこのうち対象外を除いて再計算した時の構成
比率である。Polites and Watson（2009）で採用された参照先学術誌数は全
部で125件であった。
表７　Polite & Watsonの分類に基づく本研究データの分類結果
分　　　野 参照件数 構成比率１ 構成比率２
IS（情報システム） 4,546 27％ 64％
OS（経営学） 1,133 7％ 16％
MS（経営科学） 416 2％ 6％
CS（計算機科学） 202 1％ 3％
NA（中間領域） 830 5％ 12％
対　　象　　外 9,950 58％
　合　　　計 17,077 100％
25）　Polite & Watson（2009）で選択された参照先は125件であったが，うち８
件は本研究（JAIS）で参照がなかった。この結果，表８では113件（＝125－
8）となる。同論文のデータは2003年から2005年迄の３年分であった。本研
究では2007年から2013年迄とデータ収集期間が違うこと，調査対象が JAIS
に限定されていることが違いの理由である。
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　表８は Polites and Watson（2009）で採用された分類に基づく学術誌の件
数分布である。表２のように参照先は1,544件あり，120件はその7.8％に過
ぎない。これで参照全体の42％をカバーできることからも，Polites and 
Watson（2009）の basketが近似としてある程度は適切なことが分かる。
　表８で取り上げた５分野の分類集計結果は，Polite & Watsonの basket
にある120の学術誌を分類したに過ぎない。しかし表２にあるように，今
回の集計では，1,316の学術誌を抽出しており，残りの1,196（＝1,316-120）
の学術誌は表７では「対象外」に含まれていることになる。表７の構成比
率１にあるように，対象外は全体の58％即ち半分以上を占めていたので，
IS学の関連分野について参照分析をする場合には無視できない。そこで
まず，1,316の学術誌を一連の学術分野に大別してみる。表４の主要４分
野のうち主要学術誌は，Polites and Watson（2009）の basketに含まれて
いるので，残りの1,196学術誌には，主要４分野のその他の学術誌と，そ
れ以外の分野の学術誌とが含まれていることになる。代表的なその他の分
野には，マーケティング，社会学，心理学，経済学などがある。
　但し Polites and Watson（2009）の basketに含まれる120学術誌の中でも，
表４の中間領域に含まれている学術誌がある。これらは特定の領域に明確
表８　Polite & Watsonの分類に基づく学術誌の件数
学 術 分 野 件　数 構成比率
情報システム（IS） 41 36％
計算機科学（CS） 31 27％
経　営　学（OS） ８ 7％
経 営 工 学（MS） ４ 4％
そ　　の　　他 29 26％
合　　　計 113 100％
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に分けることができなかった，複数の領域に跨る学術誌である。同様に，
残りの1,196学術誌の中にも，分類の難しいもの，更には参照分野から大
きく外れるものも含まれている。
　そこで主要４分野に含まれるその他の学術誌と，参照分野を広く取って
学術領域を筆者の私見でその他を含めて19分野に分類した結果を整理する
と，表９のようになった26）。Polites and Watson（2009）の basketに含まれ
る120学術誌についてはそのまま適用している。27）
26）　後述するように，Karuga et al.（2007）はその他も含めて18分野に分けて
いる。
27）学術誌名に ‶Behavioral Science” が含まれているものを「行動科学」とした
が，‶Behavior” を含むものは他にも多数あり，全部で48件あった。これらは
その他の分類（社会学・心理学・医学など）に含まれている。よって，行動
科学分野の学術誌はこの表にある６件よりも実際は更に多いと思われる。
表９　JAISの学術誌分野分類結果
拡張分野 頻度 構成比率 拡張分野 頻度 構成比率
経　営　学（OS） 228 17％ 経 営 工 学（MS） 37 3％
計算機科学（CS） 210 16％ 社 会 心 理 17 1％
医　　　療 129 10％ 環　　　境 ９ 1％
情報システム（IS） 120 9％ 言　語　学 14 1％
心　理　学 109 8％ 統　計　学 16 1％
社　会　学 88 7％ 会　計　学 16 1％
経　済　学 62 5％ 哲　　　学 12 1％
マーケティング 54 4％ 行 動 科 学27） ７ 0％
教　　　育 47 4％ そ　の　他 90 7％
法 律 政 治 43 3％ 合　　　計 1,313 100％
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　表９において注目すべき点の第一は，医療（医学・看護学を含む）分野の
参照学術誌がかなり多いことである。心理学・社会学・経済学・マーケテ
ィング等も予想通り多いが，医療分野はそれらを上回っている。医療分野
は理系でも重要な領域の一つであり，近年は IS（医療情報システム）や経
営（医療経営）との関連が深いので，このような数になったと推定できる。
表９において注目すべき点の第二は，経営工学（MS）の頻度が低いこと
である。前記のようにMSは ISにとっては基本参照分野の一つであり，
ISが創立した当初は重要な関連分野であった。しかし今日では（少なくと
も JAISにおいては），重要性が教育や法律政治よりも低くなっている。IS
は OSや CSとの強い関連を維持しながらも，MSとは関連がなくなりつ
つあることが分かる。そして第三点は，構成比率で見ると参照学術誌がか
なり散らばっていることである。最大分野の経営学においても全体の17％
しかない。JAISへの論文投稿者は，幅広い分野の学術誌を見ているとい
うことになる。更に，表９から表８に含まれないもの及びその他を除外し
て構成比率を比較可能にすると表10になる。
　表10を見ると，更に色々なことが分かる。第一に，前者（Polites & 
表10　表９からその他を除いて表８と比較可能にした場合
Polites and Watson（2009） JAIS（本研究）
学 術 分 野 件数 構成比率 件数 構成比率
情報システム（IS） 41 49％ 120 20％
計算機科学（CS） 31 37％ 210 35％
経　営　学（OS） ８ 10％ 228 38％
経 営 工 学（MS） ４ 5％ 37 6％
　合　　　計 84 100％ 595 100％
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Watson, 2009）では ISが49％を占めるのに，後者即ち，JAIS掲載論文の筆
者が参照している学術誌の種類の分類では ISは20％しかない。前者では
journal basketが125に限定されているために，研究者が見ているその他の
学術誌が全て除外されて計数されているからである。研究者は Polites & 
Watson（2009）の結果が示す以上に多様な分野の文献を見ていることが分
かる。つまり前記の Loebbecke & Leidner（2012）の主張が更に顕著に表
れている。第二に，Polites & Watson（2009）の基準で見ると，CSとMS
の比率はほぼ同じであるが，JAIS（本研究データ）では OSの比率が10％か
ら38％と最多になっていることである。
　表９の分類基準を本研究（JAIS）データに当てはめて集計した結果が表
11である。学術誌掲載論文の引用比率で見ると，やはり IS論文が43％と
圧倒的に高く，OS論文が次いで18％，かなり下がって心理学・CS・MS
の順であることが分かる。特徴的なのは，JAIS掲載論文の筆者は心理学
分野 28）の論文をかなり参照していることである。
　しかしこれでは Karuga et al.（2007）の結果と比較できない。そこで本
研究データに Karuga et al.（2007）の分類を適用して集計した結果が表12
である。中央２列が実数で，右端２列はその構成比率を示している。
Karuga et al.（2007）の分類で特徴的なのは，IS創設初期には基本参照分
野の一つであった経営科学（経営工学，MS）が独立の分野から格下げされ
て，工学・理学の一部になっていることである。MSの構成比率が急速に
下がっていることから明らかなように，彼らにとっての主観的な重要性評
価も大きく後退しているからであろう。しかしこれより後の例えば
Polites & Watson（2009）の研究では，経営工学（MS）は Operations 
28）　表11は筆者独自の学術分野分類による本研究データの参照構成を示したも
のである。表では学術誌に限定している。
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Research（OR）として５分野 30）の一つに残っている。よって筆者として
は，Karuga et al.（2007）の分類には多少違和感がある。しかし本研究は
分析結果の比較可能性としては Karuga et al.（2007）との類似性が高いの
で，以降では彼らの分類を採用する。
　JAIS（本研究）では CSと ISの比率が高くて OSの比率が低いのが，
Karuga et al.（2007）との顕著な違いである。しかし任意の学術誌をどの
分野と識別したかについての記載が Karuga et al.（2007）になく，筆者は
SSCIにアクセスできない。両者の分類が異なっているはずであるが，確
認できない。これも basket selectionの違いである。両者の違いの多くは
この不一致によると思われる。
　両者の分布はほぼ同じであると推測できる。因みに F検定により両者
29）　前記のように行動科学分野の論文も一部含まれている。
30）　５分野は IS, CS, OR, Mgmt（経営）とMultiple / Unclassified（Mult，そ
の他）である。
表11　本データによる拡張分野別参照件数29）
拡張分野 頻度 構成比率 拡張分野 頻度 構成比率
情報システム（IS） 4,927 43％ 教　　　育 97 1％
経　営　学（OS） 2,071 18％ 法 律 政 治 81 1％
心　理　学 672 6％ 統　計　学 53 0％
計算機科学（CS） 1,290 11％ 会　計　学 66 0％
経 営 工 学（MS） 475 4％ 言　語　学 23 0％
マーケティング 444 4％ 哲　　　学 21 0％
社　会　学 444 4％ 行 動 科 学 20 0％
医　　　療 249 2％ 環　　　境 11 0％
経　済　学 211 2％ そ　の　他 219 2％
社 会 心 理 163 2％ 合　　　計 10,413 100％
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の分散の違いを標準化データ（右端２列）について計算すると，F値は1.94
であり，５％水準で両者に有意な差はない（p = 0.09）。つまり散らばりの
程度はほぼ同様である。
　注目すべき両者の違いの一つは，Karuga et al.（2007）の結果即ちMISQ
と ISRの場合に比べて，本研究（即ち JAIS）の場合には，IS分野と CS分
表12　Karuga et al.（2007）の分類を JAISに適用した結果による比較
JAIS Karuga et al（2007） JAIS
Karuga et al
 (2007)
会　　　計 66 481 1％ 1％
農業と食品科学 １ ２ 0％ 0％
計算機科学（CS） 1,276 3,197 11％ 7％
経　済　学 213 1,300 2％ 3％
教　　　育 102 1,388 1％ 3％
工学・理学 597 4,385 5％ 9％
金 融 財 務 13 416 0％ 1％
健康生物科学 247 1,109 2％ 2％
人文社会科学 86 2,572 1％ 5％
情 報 科 学 63 36 1％ 0％
情報システム（IS） 4,878 12,290 42％ 26％
法　　　律 81 78 1％ 0％
経　　　営（OS） 2,063 10,347 18％ 22％
マーケティング 444 1,303 4％ 3％
組織行動と人的資源 20 767 0％ 2％
心　理　学 835 3,566 7％ 8％
社　会　学 433 208 4％ 0％
そ　の　他 120 3,566 1％ 8％
　合　　　計 11,538 47,011 100％ 100％
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野の参照比率が高いことである。逆に，本研究の場合には経営（OS）分野
と工学・理学分野が低い。
４．JIMの参照分析
　前記のように，日本では日本情報経営学会（JSIM）を含む幾つかの学会
が IS学を研究対象としている。JSIMは JIMを機関誌として刊行してい
る。本研究では JAISとの対比のために，日本の IS研究を代表する JIM
について，前章と同様の参照分析を行った。本章では以下でこの結果を紹
介する。
4.1.　JIM参照分析の概要
　前章では，JAISについて2007年１月から2013年12月迄の参照データを
集計した結果を報告した。これと国内の IS研究の状況を対比するために，
本研究では，国内の代表的な IS系学会である JSIMの機関誌 JIMについ
ても同様の集計を行った。具体的には JIMの第31巻１号（2010年11月30日
発刊）から第35巻１号（2014年９月30日発刊）について集計した。JAISは毎
年１月号から始まる月刊誌であるのに対して，JIMは毎年４月の年度で始
まる季刊誌である。更に JIMは発刊が不定期で，毎号決まった月日に発
刊されない。このため前節の JAISのデータに正確に対応させることはで
きない。JIMの参照分析については，佐藤（2011）と佐藤（2012）がある。
共に2007年から2011年迄について集計したデータを用いている 31）。
　表13は本研究で集計した JIMの巻号一覧である。JIMは各号で特集を
企画する。編集委員長（涌田幸宏氏）が担当編集者となる場合が多いが，
31）　佐藤（2011）と佐藤（2012）は同じ期間のデータを用いている。後者は前
者で結論を保留した仮説について分析を追加し，新しい仮説についても研究
している。
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表13　集計した JIM巻号
巻 号 発刊日 掲　載論文数 担当編集者 第　一　特　集
31 １ 2010/11/30 14 八鍬幸信 技術力から経営力へ
31 ２ 2011/3/20 9 涌田幸宏 ものづくりと IT
31 ３ 2011/7/15 11 涌田幸宏 知の社会的構築
31 ４ 2011/8/15 20 高桑宗右ヱ門 モノづくりと環境のマネジメント
32 １ 2011/12/15 12 稲永健太郎 高等教育機関におけるPBLの意義
32 ２ 2012/4/5 10 涌田幸宏 リスクと情報経営
32 ３ 2012/5/18 10 原田　保 情報社会における地域デザイン
32 ４ 2012/5/18 12 涌田幸宏 環境経営と21世紀の生産システム
33 １ 2012/6/5 26 高桑宗右ヱ門 モノづくりと環境のマネジメント（II）
33 ２ 2012/11/30 13 井上 達彦 ビジネスシステム研究の新展開
33 ３ 2013/5/22 13 八鍬幸信 医療情報システムへの挑戦
33 ４ 2013/9/24 10 松嶋・國部 計算の力学
34 １ 2013/9/24 9 涌田幸宏 リスクマネジメント
34 ２ 2014/2/28 11 松嶋・古賀 リガー VS.レリバンスを越えて（上巻）
34 ３ 2014/3/25 12 林　幹人 地域の問題解決を図るプラットフォーム
34 ４ 2014/8/4 12 古賀・松嶋 リガー VS.レリバンスを越えて（下巻）
35 １ 2014/9/30 9 涌田幸宏 情報経営への言語的アプローチ
合　　　計 213
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内容によってはその他の編集者が担当する。掲載論文は編集委員会に投稿
されて査読済みとなった論文の他に，特集テーマに合わせて依頼論文が掲
載される。特集テーマにはその時期の主要な話題の他，直近の同学会主催
国際会議（Asia Pacific Conference on Information and Management :  APCIM）の
テーマや別テーマ等が第二特集となり，発表論文の一部が招待論文となる
場合がある。単一の号で複数の特集が掲載されることがあるが，表13では
第一特集のものを掲載し，第二特集以降は省略してある。上記期間中の掲
載論文数を集計すると，全部で213本の論文掲載があった。
　JAISのような国際的に著名な学術誌と違い，JIMでは発刊に十分な数
の投稿論文が集まらないので，しばしば特集テーマの招待論文の割合が大
きくなる。この結果，集計すると，参照文献は特集テーマに影響されて変
動する。
　JIMは国内誌なので当然，参照文献の大半は和文で，英文参照先は参照
文献の一部である。表14のように，英語参照文献がない掲載論文も多数あ
る。他方，国際大会特集が第二特集となっている場合には，殆どが英語論
文となる 32）。本研究では前節の JAIS及び第２節で紹介した既存の参照分析
（海外論文）との比較が目的なので，和文参照文献を除外して英語文献に限
定する。
　英語参照文献の内容を大別すると表15のようになった。和文参照文献は
除外されており，件数には含まれていない。その他には，英字新聞，Time
のような一般雑誌，Working paperや Discussion Paper，更に Dissertation
等が含まれている。表２の JAISの場合と比べると，書籍の比率が高く 33），
32）　表13の掲載論文数には国際大会発表からの招待論文も含まれている。
33）　書籍には和文翻訳が出版された英文書籍も含まれている。各論文の筆者の
多くは実際には和文訳書を参照していると推定されるが，表15の数値に含め
ている。
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学術誌の比率が低いことが特徴的である。
　JIM掲載論文は紙幅上限が刷り上がり12頁であり，JAISよりも論文あ
たりの紙幅が少ない。このため掲載論文当りの参照文献数も少ない。参照
文献には和文と英文があるので，英文参照文献がない論文もしばしばあ
る。他方 JAISは月刊誌であるのに対して JIMは季刊誌なので，JIMでは
表14　英語参照文献の有無
英語参照文献 英語参照文献
巻 号 論文数 有 無 巻 号 論文数 有 無
31 １ 14 11 3 33 ２ 13 9 4
31 ２ 9 7 2 33 ３ 13 9 4
31 ３ 11 10 1 33 ４ 10 10 0
31 ４ 20 10 10 34 １ 9 4 5
32 １ 12 9 3 34 ２ 11 11 0
32 ２ 10 5 5 34 ３ 12 9 3
32 ３ 10 5 5 34 ４ 12 8 4
32 ４ 12 10 2 35 １ 9 8 1
33 １ 26 16 10 合　計 213 151 62
表15　JIM英語参照文献の内訳
英文参照先 件　数 構成比率
学　術　誌 919 48％
書　　　籍 750 39％
Web  page 55 3％
予　稿　集 66 3％
そ　の　他 18 1％
不　　　明 122 6％
合　　　計 1,930 100％
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１号当りの掲載論文数は多い。特に実務家執筆の招待論文の場合には参照
文献数が少なく，全くない場合も多い。
4.2.　JIM参照分析の結果
　表16は Karuga et al.（2007）の分類を JIMのデータに適用した結果であ
る。表12と比較し易いように表12の結果を併記してある。この表から以下
の相違点を見ることができる。第一に表12の JAIS（本研究）やMISQ＋
ISR（Karuga et al. (2007)）の結果では，ISの比率がそれぞれ42％と26％で
最も高いのに対して，JIMでは OSが36％と最多になっている。逆に前者
（JAIS, MISQ, ISR）で二番目は OS（それぞれ18％, 22％）であるのに対して，
JIMでは IS（17％）である。つまり１位と２位が逆転している。
　第二の違いは，JIMでは会計の比率が７％あるのに，JAIS，MISQ＋
ISRでは会計が低く，逆に CSの比率が高いことである。会計は広義の
OSの一部なので，かなり OSに偏っていると推定できる。
　表４の JAISの被参照上位30誌に対応させて，JIMの被参照上位30誌を
列挙したものが表17である。やはりMISQが２位以下を引き離して断然
一位である。MISQは「IS研究の顔」（Goes, 2015）であり，この点は本研
究で紹介したMISQ, ISR, JAIS,そして JIMに共通である。以上から，JIM
も ISの学術誌と言える。但し，MISQ, ISR, JAISの全てで２位であった
ISRが14位になっており，その上位に多数の OS誌が割り込んでいる。こ
れからも IS誌としてはかなり OSに偏っていると推定できる。
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表16　Karuga et al.（2007）の分類を JIMに適用した結果
件　　　数 構 成 比 率
分　　　野 JIM JAIS MISQ＋ ISR JIM JAIS
MISQ
＋ ISR
会　　　計 62 66 481 7％ 1％ 1％
農業と食品科学 6 1 2 1％ 0％ 0％
計算機科学（CS） 27 1,276 3,197 3％ 11％ 7％
経　済　学 54 213 1,300 6％ 2％ 3％
教　　　育 13 102 1,388 1％ 1％ 3％
工学・理学 67 597 4,385 7％ 5％ 9％
金 融 財 務 6 13 416 1％ 0％ 1％
健康生物科学 3 247 1,109 0％ 2％ 2％
人文社会科学 12 86 2,572 1％ 1％ 5％
情 報 科 学 63 36 0％ 1％ 0％
情報システム（IS） 158 4,878 12,290 17％ 42％ 26％
法　　　律 8 81 78 1％ 1％ 0％
経　　　営（OS） 332 2,063 10,347 36％ 18％ 22％
マーケティング 42 444 1,303 5％ 4％ 3％
組織行動と人的資源 20 20 767 2％ 0％ 2％
心　理　学 22 835 3,566 2％ 7％ 8％
社　会　学 63 433 208 7％ 4％ 0％
そ　の　他 24 120 3,566 3％ 1％ 8％
合　　　計 919 11,538 47,011 100％ 100％ 100％
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表17　JIMの被参照上位30誌
順位 学　　　　術　　　　誌 件数
１ MIS Quarterly 60
２ Accounting, Organizations and Society 31
３ Harvard Business Review 27
４ American Journal of Sociology 26
５ Administrative Science Quarterly 25
６ Academy of Management Journal 24
７ Academy of Management Review 21
８ Journal of Marketing 20
９ Organization Studies 20
10 Organization Science 17
11 Management Science 17
12 Strategic Management Journal 14
13 Journal of the Association for information Systems 14
14 Information Systems Research 12
15 Communications of the ACM 12
16 Journal of Management Studies 11
17 American Sociological Review 10
18 Journal of Business Ethics 10
19 Communications of the AIS 10
20 International Journal of Production Economics 9
21 Journal of Cleaner Production 9
22 Journal of Management 8
23 Journal of Applied Behavioral Science 7
24 Human Relations 7
25
International Journal of Physical Distribution & Logistics 
Management
7
26 American Economic Review 7
27 Energy Policy 7
28 California Management Review 6
29 Journal of Information Systems 6
30 Journal of Management Information Systems 6
190
５．学術分野の独自性
　IS学は40年の歴史を経て，独立の学問領域としての独自性（Identity）を
持つことができた（Grover & Lyytinen, 2015）。その過程において，多数の IS
分野学術誌が刊行されるようになり，更に多くの論文がそれらに発表され
てきた。MISQや ISRの影響力は拡大しつつあり，Karuga et al.（2007）に
よると，他分野からのMISQや ISR掲載論文参照が急速に増えている。
以上から，独立の学問領域としての ISの独自性は確立されたと，今日で
は評価されている。
5.1.　成　熟　度
　独自性の一つの指標は成熟度である。成熟度はその分野の知識の蓄積が
進んだ程度のことで（Karuga et al., 2007, p. 116）ある。具体的には IS論文の
参照数又は参照文献全体における IS論文の比率で評価できる（Hamilton & 
Ives, 1982）。多くの既存研究は IS学術誌による IS論文参照数の増加を測
定し，ISの成熟度が長期的に進んできたと主張している（Hamilton & Ives, 
1982 ;  Karuga et al., 2007）。しかし IS参照比率については，議論が分かれて
いる。Karuga et al.（2007）はこの割合について，長期的に有意な変化は
ないと述べている。因みに Karuga et al.（2007）の Table 1 の最下段２行の
数値の比率 34）を時系列グラフ（図２）とすると，主要 IS論文における IS参
照比率の上昇傾向は（５％水準では僅かに有意にならないが），グラフからは見
て取れる 35）。この結果からも，IS研究の成熟性は高まる傾向を予想できる。
34）　Average IS References per Paperを Average References per Paperで割った
比率である。
35）　線形回帰を当てはめると，モデルは y＝0.1496x＋2.8749（R2＝0.6364, t
＝2.646,  p＝0.057）となる。
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5.2.　参照分野の変化
　これを検証するために，時系列的な参照分析を試みる。本研究では
JAISの第８巻から第14巻迄のデータを集計している。そこで比較のため
に，学術分野別・巻別の参照数を集計した（表18） 36）。
　更に実数では分かりにくいので，表18を各巻における構成比率に変換し
た（表19）。更に ISの構成比率について時系列グラフ化し，線形近似直線
を引いたものが図３である。線形近似直線は y＝0.0096x＋0.3823（R2＝
0.2232）である。これで見ると，β係数は有意ではないが，長期的に IS論
文の構成比率は僅かに上昇する傾向にあるように見える。
　前記の Karuga et al.（2007）と同様に，第８巻と第14巻の平均参照論文
数の差を検定してみると，平均参照数はそれぞれ15.9と27.6となり，差は
有意（t＝2.6, p＝0.012）であった 37） 。よって Karuga et al.（2007）と同様に
36）　分類には Karuga et al.（2007）の基準を使っている。
37）　F検定によると８巻と14巻では参照数はほぼ等分散であった（F＝0.664, p
＝0.132）ので，この前提で平均値の差の t検定を実施した。
図２　主要 IS論文における IS参照比率推移
2.9
3.1
3.3
3.5
3.7
3.9
4.1
1982-1984
（出所）　Karuga et al. (2007)のデータから筆者作成。
1985-1988 1989-1992 1993-1996 1997-2000 2001-2004
主要論文の IS参照比率推移
y＝0.1496x＋2.8749
R2＝0.6364
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表18　参照文献の分野別件数推移（実数）
巻 ８ ９ 10 11 12 13 14 平均
会　　　計 12 6 9 5 13 14 9.8
農業と食品科学 1 1.0
計算機科学（CS） 214 139 208 213 153 163 186 182.3
経　済　学 14 17 29 83 25 30 15 30.4
教　　　育 10 8 26 3 12 13 30 14.6
工学・理学 62 82 91 107 72 104 79 85.3
金 融 財 務 1 2 6 4 3.3
健康生物科学 13 4 10 20 171 17 12 35.3
人文社会科学 14 12 14 11 5 7 23 12.3
情 報 科 学 8 6 11 10 8 6 14 9.0
情報システム（IS） 525 584 621 659 668 1022 799 696.9
法　　　律 3 2 6 32 7 18 13 11.6
経　　　営（OS） 183 242 286 328 277 400 347 294.7
マーケティング 43 64 32 96 88 77 44 63.4
組織行動と人的資源 2 2 6 2 4 1 3 2.9
心　理　学 182 96 84 134 100 114 125 119.3
社　会　学 44 50 74 83 66 54 62 61.9
そ　の　他 13 7 28 26 11 20 15 17.1
合　　　計 1,332 1,329 1,532 1,816 1,678 2,063 1,781 1,647.3
JAISにおいても，IS学の成熟度は向上していると言えるかもしれない 38）。
38）　平均参照論文数が増加傾向にあるのは，掲載論文における研究者の投稿が
増え，実務家の投稿が減る傾向があることも一つの理由であろう。総じて研
究者は理論的根拠を重視するので参照文献数が多くなり，実務家はこれを重
視しない（Gill, 2009）ので参照は少ない傾向にある（Hamilton & Ives, 
1982 ;  佐藤，2015）。
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表19　参照文献の分野別件数推移（構成比率）　　　　    （％）
第８巻 第９巻 第10巻 第11巻 第12巻 第13巻 第14巻
会　　　計 0 1 0 0 0 1 1
農業と食品科学 0 0 0 0 0 0 0
計算機科学（CS） 16 10 14 12 9 8 10
経　済　学 1 1 2 5 1 1 1
教　　　育 1 1 2 0 1 1 2
工学・理学 5 6 6 6 4 5 4
金 融 財 務 0 0 0 0 0 0 0
健康生物科学 1 0 1 1 10 1 1
人文社会科学 1 1 1 1 0 0 1
情 報 科 学 1 0 1 1 0 0 1
情報システム（IS） 39 44 41 36 40 50 45
法　　　律 0 0 0 2 0 1 1
経　　　営（OS） 14 18 19 18 17 19 19
マーケティング 3 5 2 5 5 4 2
組織行動と人的資源 0 0 0 0 0 0 0
心　理　学 14 7 5 7 6 6 7
社　会　学 3 4 5 5 4 3 3
そ　の　他 1 1 2 1 1 1 1
合　　　計 100 100 100 100 100 100 100
ただし何れも有意でない。
　表19からは更に，以下のことが分かる 39）。第一に，CS論文の構成比率
が低下傾向にある（図４） 40）。逆に OS論文の構成比率が増加傾向にある（図
39）　第12巻の健康生物科学が突然高くなったのは，Issue 2と Issue 3の２回，
‶Special Issue on Health Care IT” 特集が掲載されたためである。
40）　線形回帰モデルは y＝ -0.0094x＋0.1511（R2＝0.5448）であった。但し有
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５） 41）。
　上記の文献比較及び実証分析結果に示されたように，IS学の参照分野
は長期的に変化しつつある。基本的な傾向は，MSと CSの参照頻度の低
意ではない。
41）　線形回帰モデルは y＝0.0062x＋0.1523（R2＝0.4436）であった。但し有意
ではない。
図３　IS論文構成比率の時系列推移
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図４　CS論文構成比率の時系列推移
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下と OSの相対的な重要性の高まりである。
5.3.　知識の蓄積構造
　前記のように参照分析は知識の蓄積構造・蓄積過程を研究する方法とし
ても利用されてきた。任意の研究論文は既存の論文その他の文献を参照す
ることで知識を蓄積し，知識の高度化を実現する。これを研究する指標と
しては他に JIFもあるが，JIFには参照する期間が短い（２年又は５年）と
いう弱点がある。
　多数の学術論文が日々刊行される中で，その参照構造は大きく偏ってい
る。少数の有名論文は頻繁に参照されるが，大多数の論文は殆ど参照され
ない。Institute for Scientific Information（ISI）によると，74,000学術誌の
うち上位4,500誌に掲載された論文でさえ，その45％は出版後５年以内に
一度も参照されない（Begley, 1991）。Karuga et al.（2007）によると，MISQ
と ISRに掲載された IS論文及びMSに掲載された IS論文に限れば，その
94％は刊行後５年以内に少なくとも１回は参照されている。しかし参照さ
れる論文は分野内の主要学術誌の中でもほんの一部であり，多くは殆ど　　　
図５　OS論文構成比率の時系列推移
経営（OS）
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196
参照されない。Cote et al.（1991）は，SSCIによる Journal of Consumer 
Research（JCR）の参照分析（1974-1989）を行った。Cote et al.（1991）によ
ると，主要学術誌に掲載される論文のうち19％だけが刊行後５年以内に参
照されて，残りは参照されないと述べている。同論文は更に，科学の発展
に影響するのは，刊行される論文のうち３％しかないとも述べている。
　この点で参照構造即ち知識の蓄積構造は，統計的に尖度が高いという意
味で偏っている。Karuga et al.（2007）によると，MISQや ISRに掲載され
る論文は他分野の主要学術誌と比べても，むしろ高い知識貢献能力を発揮
している。Loebbecke and Leidner（2012）は，一部の主要論文だけが参照
されて他はあまり参照されない現状では資源の無駄なので，参照頻度（即
ち重要性）の低い学術誌を減らす（廃刊にする）べきであると主張している。
　本研究では前記のように参照文献の全数調査による結果を紹介した。対
象としては国際誌 JAISと国内誌 JIMを選定した。前章迄で紹介したその
結果は，IS研究では更に広範囲の科学知識を参照していることを示して
いる。つまり IS研究は既存研究が示す以上に尖度が高く偏っているが，
同時に広範な関連学術分野の成果に依存している。
5.4.　知識の独自性
　ISの独自性（identity）を議論する場合，二つの評価基準がある。第一は
参照領域の相対的な凝集性である。これは参照分析により評価できる。そ
してもう一つは，研究の IT人工物（IT-artifact）及びその法則的ネット（no-
mological net）への重なりである。
　前者について考察すると，本研究における実証分析（第３章と第４章）で
は，IS学における参照学術分野の広さと参照分布の尖度の高さが浮き彫
りになった。筆者の結論は，IS学及び学術誌の独自性を前者の基準即ち，
参照学術領域からの区別性即ち知識の凝集性で評価するのではなく，逆に
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参照領域の広さ及び波及効果・影響度によって評価するべきである。これ
を学術誌の学術的貢献度の評価基準に当てはめるならば，広範囲の分野を
参照する，更に参照されることを目指すべきであろう。具体的には OS重
視から CS，MSあるいはより広範囲な周辺領域への参照を指向するべき
である。
　後者の基準は，Benbasat and Zmud（2003）の主張する IT人工物（IT-
artifact）及びその法則的ネット（nomological net）との重なりに基づく基準
である。彼らは IS研究とその他の研究を区別する尺度として次の三つを
提案している。
　①　研究が IT人工物（IT-artifact）及びその法則的ネットに含まれるも
のであるかどうか。含まれれば IS研究である。
　②　研究に含まれる要素間関係（separation）のうち幾つが IT人工物（IT-
artifact）及びその法則的ネットに含まれるか。含まれる数が多ければ
IS研究である。
　③　法則的ネット密度（nomological density）即ち，研究モデルにおける
法則的ネット数に対する，その中で法則的ネットに含まれる関連数の
比率。比率が高ければ IS研究である。
　Benbasat and Zmud（2003）は法則的ネットを概念定義とコア特性とし
て認識することで，IS研究の独自性の伴となることを提示した。しかし
遠山（2014）は，法則的ネットへの過度の依存は「結果として，応用的研
究としての情報経営研究 42）の目的関連性を低下させてしまった」と，そ
の有効性を否定している。
　Karuga et al.（2007）は，Benbasat and Zmud（2003）の IT人工物及びそ
の法則的ネット（nomological net）についての主張を検証するために，IS
42）　情報経営研究とは本稿における IS研究を指す。
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内外の学術誌による参照をキーワード分析により行っている。その結果，
IS内からの参照においても IS外からの参照においても，IT人工物の研究
のほうが，IT人工物を対象としない（non-IT-artifact）研究よりも参照され
る，即ち学術的貢献が多いことを実証している。Karuga et al.（2007）は
更に，参照分析を応用して，参照される IS研究のほうが参照されない IS
研究よりも IT人工物に関わる研究が多いと推論している 43）。故に学術的
貢献という基準に基づけば，今後の IS研究は，IT人工物（結果的により
CS）寄りの研究が推奨される。但し，CSに対する独自性という点でも，
以下の３点を積極的に取り入れるべきであろう（遠山，2014）。
・法則的ネットよりも広いコンテキストを考慮する。
・コンテキスト・構造・タスクから IT人工物への一方的な影響だけで
なく，IT人工物から周囲への循環的・相互的影響を考慮する。
・実証主義と社会構成主義・解釈主義・批判主義パラダイム等の相互補
完を考慮する。
６．ま　と　め
6.1.　既存研究の弱点
　IS分野における学術誌研究の代表的な方法として，参照分析は従来か
ら広く使われてきた。参照分析には basket selection問題の他にも，否定
的な参照を区別できない，有名な文献への過度の参照，機械的で冗長な参
照，データや分析方法の一貫性等の問題がある（Chubin & Moitra, 1975 ;  
Katerattanakul et al., 2003a ;  Katerattanakul et al., 2003b ;  Moravcsik & Murugesan, 
43）　しかし筆者はこの推論は疑わしいと考える。それは IS論文では IT人工物
についての研究が多いという論理を前提としているからである。例えば CS
論文と IS論文を比較すると，前者より後者のほうが IT人工物についての研
究が多いとは断定できない。
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1975 ;  Straub & Anderson, 2010）.
　既存の参照分析研究には更に，研究者が主観的あるいは何らかの既存情
報に基づいて選択する限られた数の参照先学術誌（basket）についてのみ
計数するという共通の制約があった。この方法には以上に基づく弱点があ
り，この方法では答えられない問いが幾つかあった。最大の弱点は，
basketに含まれている参照元・参照先しか計数していない（できない）こ
とである（図１）。ISのような学際的応用学術分野では，上記で示したよ
うに研究者は多数の多様な文献を参照する。しかし basketに入っていな
い参照先が多数であるために，参照先の一部分しか計数することができな
い。結局，basketに含まれる限られた数の参照先学術誌についてしか分
からず，この結果からの推論でしか答えられない問いがあった。例えば，
以下のような問いである。
　第一に，前提とする basketは本当に適正であるかどうか。Basketは研
究者の主観及び既存研究の成果（過去の参照分析の研究結果やシニア研究者　　　
の意見 44）等）に基づいて限定（選択）される。しかしその選択（basket 
selection）が適切かどうかを検証する研究は少ない 45）。更に，学問分野は研
究の発展に伴って，主要な研究テーマや参照先を少しずつ変えてゆく。こ
のため過去の研究成果が現状に適用できる（代表的なサンプルとして適切で
ある）とは限らない。この弱点を緩和する方法として，参照分析は長期的
に，次第に basketを大きくしてきた。しかし，Polites & Watson（2009）
や Loebbecke & Leidner（2012）の研究においてもせいぜい125である。本
稿で示したように，実際にはその10倍以上ある参照先の分布状況を少ない
44）　IS学のシニア研究者は，SenS-6又は SenS-8としてそれぞれ六つ又は八つ
の IS学術誌を学界の主要学術誌として選定している（Lowry et al., 2013）。
45）　Lowry et al.（2013）は各種指標間の比較研究を行い，SenS-8に代わる
‶Select-7” を提案している。
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誤差で推論できるとは限らない。結局，既存の参照分析は，過去の
basketに基づくサンプリング調査で，大まかな推論しかできていなかっ
た。
　第二に，どのような参照分野が IS研究に対してどの程度の影響を与え
ているか。前記の basket selectionの前提として，参照学術分野及び学術
誌を限定しなければならない。既存の参照分析では，既存研究に基づいて
先験的に参照分野を限定し，その中で参照先学術誌を選択してきた。しか
し ITの技術革新に伴い，その応用範囲は急速に広がっている。今日では
ユビキタスコンピューティング即ち全てが情報システムなしには考えられ
ない状態である。このような条件下で，過去の研究に基づいて参照学術分
野を先験的に限定してしまったうえでの計数結果が正しいという保証はな
い。やはり全数を調査して，そのうえで判断しないことには，その答えが
正確であるかどうかは分からない。この弱点の緩和方法として，既存参照
分析は参照学術分野を当初の２分野（CS, MS），次いで３分野（CS，OS，
MS）から次第に増やしてきた。前記のように，Karuga et al.（2007）では
18分野に拡大されている。しかしユビキタスコンピューティングの現状で
あるにも拘らず，限定された分野しか考慮していないことの弱点は明らか
である。
　Web of Scienceや SSCI等，最近の文献データベースの充実と参照リン
クの提供によって，これらによる参照研究は格段に効率的になり，従来で
は不可能であった大規模な参照数の集計が容易にできるようになった。こ
の basketは従来の限られた数の basketに比べると格段に大きく，この結
果，Karuga et al.（2007）に見るように，巨大なデータをサンプルに使え
る利点がある。しかしこの場合でも，Web of Scienceに登録されている文
献しか basketに入っていないという弱点がある（Lowry et al., 2013）。
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6.2.　本研究の特長
　本研究の重要な特長は，参照文献の全数調査を実施したことである。国
内外で今迄多数の参照分析が紹介されてきた。しかしそれらは全て研究者
が主観的に選択した basketに基づいて限定された調査であった。当然参
照先の限定で basket selection問題が発生する。これに対して本研究で初
めて，JAISについての参照文献全数調査を実施した。全数調査の結果，
従来分からなかったあるいは推論の域を出なかった前記の課題について，
具体的な数値での評価ができるようになった。
　標本の偏りによって，既存の標本調査では全数調査のような正確な推測
値を得ることはできない。従来は参照の偏りによりランダムサンプリング
はできないので，各分野の主要な学術誌を選択して計数するしか方法はな
かった。このため例えば，任意の basketが客観的な参照構成をどの程度
正確に表しているのかを評価できなかった。本稿では Polites & Watson
（2009）の basket及び Karuga et al.（2007）にこれを当てはめて，その妥当
性を検証した。
6.3.　結　　　論
　本研究の結果は，概ね以上で紹介した既存研究の成果あるいは主張を裏
付けるものである。特にMISQと ISRについて分析した Karuga et al.　　　
（2007）の研究成果の一部を，国際誌 JAIS及び国内誌 JIMにより追跡した。
　以上の結果，既存研究が想定していた以上に広い参照学術分野を IS研
究者は参照していることが分かった。IS研究の参照構造は既存研究で主
張されていた以上に偏っている。しかしこれは，ISの社会的・産業的応
用を研究する IS学の今日の重要な特徴であると主張したい。現代社会は
ユビキタスコンピューティング社会であり，全てのものが ISでできてお
り，農業や漁業のような第一次産業においてすら ISが必須の社会である。
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IS学の主要学術誌を中心に蓄積される IS知識を共通知識として，IS研究
者は全ての学問分野・社会課題と関わってくるのは当然であり，知的背景
は広範囲にならざるを得ない（Robey, 1996 ;  Benbasat & Zmud, 2003）。この結
果として，著しく尖度の高い，非常に偏った（広範囲な）参照構造になっ
てしまう。
　ユビキタスコンピューティング社会を前提とすれば，上記の現状はむし
ろ健全であり，IS学の貢献（Karuga et al., 2007）及び将来の貢献可能性を
示唆していると理解すべきであろう。そうであれば，IS学の独自性
（Identity）は，従来想定されていたような学問分野としての参照学術分野
との区別（凝集性）によって評価するべきではなく，逆に参照学術分野と
の連携性によって評価するというように，評価基準を根本的に変えるべき
である。因みに Robey（2003）や Agarwal & Lucas Jr.（2005）は，IS学は
参照学術分野との連携を強めるべきであると主張している。また遠山
（2014）は，「研究者の多様な研究のバックグラウンドや関心をむしろ“強
み”として研究と実践に生かすべきであり，唯一の支配的なパースペクテ
ィブに従うべきでない」という Keen（1986）の記述を引用している。本
研究の結論及びこれに基づく筆者の主張は，これらを支持するものであ
る。
　本稿第２章で述べたように，IS学の参照学術領域は，IS学創立当初は
CSとMSであった。しかしこれに OSや社会学・心理学等が追加されて，
参照学術領域を拡大しつつ40年掛けて独立の学術分野となった。その後も
OSの比重は長期的に拡大しつつあり，MISQや ISRのような最上位層の
IS文献では IS自体を除けば最大の参照先になっている。日本の代表的な
IS系学会誌である JIMにおいては更に，IS自体への参照よりも OSへの
参照のほうが有意に大きくなっている。これは国内の他の学会誌（具体的
には一般社団法人経営情報学会の経営情報学会誌 ;  JJASMIN）においても同様で
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ある（佐藤，2012）。
6.4.　今後の研究課題
　筆者の時間制約と資源（環境）制約により，本研究でも幾つか，今後の
研究課題を残すことになった。第一に，IS学では多数の参照分析関連文
献がある。しかし本稿ではその一部しか参照・考察できなかった。より詳
細な文献研究が必要である。
　第二に，本稿では国際誌の代表として IS分野の第二層学術誌である
JAISと，国内誌の代表として JIMから参照データを収集した。しかしい
ずれもデータ収集期間が限られており，本稿第５章で展開した時系列分析
は十分に長い期間の傾向を表しているとは言えない。この結果，データ数
が限られており，データの代表性が限定的である。これは第２章で述べた
ように参照分析の本質的な弱点であり，本研究も例外にはならなかった。
近年は SSCIを使った参照分析（Karuga et al., 2007）や JIFを使った参照分
析が出ており，上記弱点がかなり緩和できる。本稿では筆者の環境制約の
ため，これらを利用できなかった。しかし，これらにもWeb of Science
掲載論文しか計数できないという弱点がある（Straub & Anderson, 2010 ;  
Lowry et al., 2013）。
　第三に，第二層の学術誌にも JAISだけでなく重要な学術誌が多数ある。
具体的には SenS-8 に含まれるこれらについても同様の研究を行い，全体
的な傾向の確認・相互の違いの確認をする必要がある。
　第四に，本研究では参照文献の全数調査を実施した。これには学術誌だ
けでなく書籍やその他の参照文献も含まれる。筆者の時間及び紙幅制約の
ため，これらを分析から除外せざるを得なかった。今回の分析から除外し
たこれらについても今後研究したい。
　第五に，参照分析ではなく新しい分析方法による傾向の確認が望まれ
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る。伝統的な参照分析の他にも，最近は新しい研究ツールが幾つも開発さ
れてきた。先ず本稿で紹介した SNAや JIFがある。更に JIFに類似する
尺度として同じ Thomson Reuters社の Journal Citation Reports（JCR）を
利用する EigenFactor，Article Influence，更には Google Scholarを使う
h-Index及びその改良型の hc-index，g-Index，e-index，Harzingの publish 
or Perish指標等がある（Straub & Anderson, 2010 ;  Lowry et al., 2013）。これら
についても勉強して今後の研究に活用したい。
　以上は今後の研究展開の方向であるが，今回は時間と資源の制約で実現
できなかった。今後の研究課題としたい。
　付記　本研究は JSPS科研費26380478の助成による研究成果の一部です。
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